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府組織（Non-Governmental Organization: NGO），非営利組織（Non- 





































なされた町選挙の約 3 分の 1（全選挙の約 6 分の 1）は無効と裁定され
るほど不正選挙は多かった。また，1903 ～ 1913 年に申し立てられた町
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地方財源については，1952 年共和国法 781 号で，州と市に内国歳入税
の 10％を，町に 2％をそれぞれ配分するとされていたが，1959 年共和国
法 2343 号により，1959 年の税収額を基準としてこれを超える税徴収を
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まずバリオを行政的単位として認定し（1955 年共和国法 1245 号），バリ
オ議会を創設し，バリオ長・議会議員の選挙を各世帯主による公選で行っ
た（1956 年共和国法 1408 号）。しかし，これらの法律はバリオに予算権
を与えながらもその財源の定めがないといった不備が目立った。そこでよ
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マルコス大統領は，1972 年 12 月 31 日に大統領令を発し，全町のバリ
オ，またバリオをもたない都市では各地区に市民集会の設置を命じた。翌































年暫定国民議会選挙実施，1980 年地方選挙実施，1981 年 1 月戒厳令解
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（これを地方政府間で，州 25％，市 25％，町 40％，バランガイ 10％の
割合で分配）に引き上げられたが，税収の多寡や補助金との兼ね合いに応
じて中央政府の判断で減額してよいことになっていたため，実際には平均



















            とさらなる民主化・分権化―
1．1987 年憲法および 1991 年地方政府法の成立














条第 1 節），大統領の任期を一期 6 年，再選不可とした（第 7 条第 4 節）。
このほか，地方公選職（正副首長および地方議会議員）についても一期 3 年，
連続三期まで（四選不可）に制限した（第 10 条第 8 節）。また，第 2 条
第 25 節で地方自治の保障，第 10 条では地方自治促進のための新地方政
府法制定を明記している。この憲法規定を踏まえてフィリピン国会は，ア
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中心とする 4 万 5896 人，農業省からはフィールド技術指導員を中心とす
る 1 万 7673 人，社会福祉開発省からはソーシャルワーカーを中心とする
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3.8％だったものが，1992 年 6.9％，1993 年 11.1％，1994 年 12.7％と
1991 年地方政府法の施行後急速に拡大し，最近では 17％程度で推移して
いる（2001 ～ 2010 年平均）（表 2 参照）。1991 年地方政府法第 284 条
および第 285 条は，3 会計年度前の内国歳入割当金の 60％を国に，40％
を地方に配分すると定めている。地方に配分された内国歳入割当金総額を






ている。ほかにも，ローン返済は通常収入の 20％以内とする（第 324 条
（b）項），通常収入の 5％は災害対策費とする（第 324 条（d）項），人件






















1991 9.84 259.50 3.8
1992 20.31 295.20 6.9
1993 36.72 331.70 11.1
1994 46.82 369.00 12.7
1995 52.04 372.10 14.0
1996 56.59 445.10 12.7
1997 71.05 491.80 14.5
1998 76.94 537.40 14.3
1999 96.78 593.60 16.3
2000 111.78 651.00 17.2
2001 111.78 669.88 16.7
2002 134.42 780.80 17.2
2003 141.00 804.20 17.5
2004 141.00 804.20 17.5
2005 151.62 907.59 16.7
2006 166.47 1,053.28 15.8
2007 183.94 1,126.14 16.3
2008 210.73 1,226.70 17.2
2009 249.99 1,426.00 17.5
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1991 年地方政府法は，地方教育委員会のメンバーに PTA 会長など非
政府組織の代表を加えること（第 98 条），地方保健委員会のメンバーに
保健に関連した活動を行っている非政府組織・住民組織の代表を加えるこ
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結果，2007 年 3 月，セブ市はアメリカのエンターテイメント企業との間
に 25 年の土地リース契約を締結し，次いでフィリピンの大手不動産会社
とセブ市政府の合弁（セブ市側は土地を担保として）による 40 ヘクター
ルの不動産建設プロジェクトに着手し，2010 年 1 月にはフィリピンのリ
テール最大手企業に 30 ヘクタールを売却した。














社会・経済サービスに予算の約 3 割を使い（1965 年は 12％），埋立て地
からの収入を借金返済だけでなく，保健サービスや社会福祉分野の予算に
も充てていることがわかる（表 3，表 4，表 5 参照。南セブ埋立地計画か
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不動産税 322,009,468.31 283,459,870.07 274,058,124.51 288,961,009.00 332,300,000.00
ビジネス ・
その他税
557,835,730.69 593,395,807.71 607,734,527.60 858,050,122.00 987,000,000.00
許認可料 289,999,817.98 334,243,427.69 423,594,671.87 339,259,833.00 390,000,000.00
政府所有
地売却
115,862,500.00 0.00 463,450,000.00 355,695,491.00 1,353,499,856.76
公設市場 34,451,429.60 38,860,289.40 39,784,497.18 46,445,557.00 53,500,000.00
公設とさつ
場
20,452,608.54 26,804,096.30 29,552,011.60 29,458,958.00 34,000,000.00
内国歳入
税割当金
702,805,005.00 771,776,424.00 800,898,299.00 968,536,983.00 968,536,983.00
輸出加工
区割当金
9,001,950.75 6,847,570.44 11,243,505.42 13,033,714.00 15,000,000.00













 557,021,168.00  536,556,136.42  784,401,862.10 1,326,130,774.00  2,225,899,947.00 
教育  17,741,061.90  20,328,029.08  23,562,947.62 22,169,438.00  28,950,686.00 
保健,栄養,
人口管理  151,123,981.92  201,051,066.00  216,730,183.10 259,919,678.00  321,530,495.00 
住宅,コミュ
ニティ開発
 66,338,126.09  88,409,085.62  104,858,663.05 130,841,259.00  166,970,539.00 
社会保護 /
社会福祉
 29,866,170.97  30,471,124.17  37,940,640.80 107,576,029.00  238,948,727.00 
経済サー
ビス
 110,075,915.58  130,140,445.87  137,004,852.59 318,853,824.00  495,889,254.00 
債務返済  558,628,068.49  526,800,592.52  739,621,389.12 834,292,086.00  1,120,016,366.00 
その他  218,506,932.07  159,089,174.08  75,116,493.52  ―  ― 












































0.00 0.00 0.00 0.00 327,070,706.25



































421,275,537.50 404,339,837.50 387,404,137.50 370,468,437.50 353,532,737.50
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（ 2 ）Romani and Thomas ［1954］，Brillantes［2003］など多数。
（ 3 ）たとえば Brillantes［2003: 3］。
（ 4 ） 地方政府に移譲された行政サービスは，1991 年地方政府法第 15 条，16 条，
17 条，19 条，134 条とこれに続く条項，142 条とこれに続く条項，151 条とこ





（ 5 ）バランガイだけ配分比率が異なり，全バランガイ間で人口 60％，均等割当
40％の比率に従って分配する。地方政府間での予算配分は，たとえば，州の場合，
まず 3 会計年度前の内国歳入の 40％に当たる財源総額の 23％が全州分として取
り分けられる。州は 2009 年現在 80 あるので，州の分の財源を 80 州の間で，人
口 50％，面積 25％，均等割当 25％の比率にもとづいて配分する。市の場合は








法 6975 号「内務・地方政府省法」第 51 条）。
（ 8 ）1983 年から 1990 年までにリコールされたのはバランガイ長 3 人のみで，地
方首長がリコール選挙の対象となった事例はなかった（House of Representa-
tives Journal, p.476, 1990 年 8 月 13 日）。
（ 9 ）Local Government Center ［1967］ 参照。
（10）2000 年 2 月 8 日，トマス・オスメーニャ氏への聞きとり調査による。
（11）海外経済協力基金は，地方政府であるセブ市に直接融資することは制度上でき
なかった。そこで，まず，日本とフィリピン政府との間で借款契約が結ばれ，次
いでセブ市が政府系のフィリピン土地銀行（Land Bank of the Philippines）と
の間で借入契約を結ぶことにより，123 億円を超える転貸融資を受けることになっ
た。このためセブ市には，海外経済協力基金の利子（本体 2.7％，コンサルタン
ト 2.3％，据え置き期間 10 年，償還期間 30 年）だけでなく，フィリピン政府へ
の保証金返還として 1 ％，フィリピン土地銀行の利子として 2 ％の支払いが上乗
せされることとなった。
（12）セブ市投資促進センターは，1994 年にアメリカ国際開発庁（United States 









ルド・トレンド』第 15 号　アジア経済研究所）14-15 ページ。
長坂格［1998］「フィリピンにおけるバランガイの形成：フィリピン地域社会研究の一
視点」（『社会学雑誌』第 16 号　神戸大学社会学研究会）88-106 ページ。
＜外国語文献＞
Brillantes, Alex B., Jr. ［2003］Innovations and Excellence: Understanding Local 
Governments in the Philippines. Center for Local and Regional Governance. 
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